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■エネルギー自給率の比較

⚫ 日本の自給率は11.3%で、他のOECD諸国と比べても低い水準。

4【出典】 資源エネルギー庁 「日本のエネルギー」

※IEAでは、原子力を国産エネルギーとして一次エネルギー自給率に含めており、日本でもエネルギー基本計画で「準国産エネルギー」と位置付けている。



■日本における一次エネルギーの利用状況

⚫ 日本は、エネルギー源のほとんどを海外からの輸入に依存。

⚫ 東日本大震災以降、原子力発電の順次停止により、原子力代替のための火力発電の増加等が
背景にあり、石炭、天然ガス等への依存度が高まる傾向。

【出典】 資源エネルギー庁「日本のエネルギー」 5
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■電気料金の推移

【出典】 資源エネルギー庁「日本のエネルギー」

⚫ 東日本大震災以降、電気料金は上昇。

⚫ 原油価格の下落などにより、2014～2016年度は低下したが、再び上昇傾向。

⚫ 燃料価格の高騰等が、電気料金やエネルギーコストに影響。

※原油CIF価格：輸入額に輸送料、保険料等を加えた貿易取引の価格
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■2050年カーボンニュートラル

8

⚫ 菅総理は2020年10月26日の所信表明演説において、我が国が2050年にカーボンニュートラル
（温室効果ガスの排出と吸収でネットゼロを意味する概念）を目指すことを宣言。

⚫ 2021年4月の気候サミットで、菅総理は2050年目標と整合的で、野心的な目標として、2030年度
に温室効果ガスの2013年度からの46％削減を目指すことを宣言、さらに50％の高みに向け、挑戦を
続けていくことを表明。



■エネルギー政策の基本方針

⚫ 『S＋３E』の取組を進める。

⚫ 安全性(Safety)を大前提とし、自給率(Energy Security)、経済効率性(Economic 
Efficiency)、環境適合(Environment)を同時達成。
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■第６次エネルギー基本計画（令和３年１０月）
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■第６次エネルギー基本計画（2030年に向けた政府対応）
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[万kL]
①2019年度

（実績）

②2030年度 目標
（H27策定時）

③2030年度
（今回）

増加分
(③ー②)

産業部門 322 1,042 1,350程度 300程度

業務部門 414 1,227 1,350程度 150程度

家庭部門 357 1,160 1,200程度 50程度

運輸部門 562 1,607 2,300程度 700程度

合計 1,655 5,036 6,200程度 1,200程度

※合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある

⚫各業界の省エネ深掘りに向けたヒアリング等を踏まえ、省エネ対策の野心的な見直しを

行い、2030年度における省エネ量を2015年策定時から1,200万kL程度上積み。

【出典】 第6次エネルギー基本計画（関連資料）「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」
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■2030年度の省エネ量目標値



⚫ 2030年度の新たな削減目標を踏まえ、徹底した省エネルギーや非化石エネルギーの拡大を進
める上での需給両面における様々な課題の克服を野心的に想定した見通しを示す。

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の2021年確報値、2030年度におけるエネルギー需給の見通し
※四捨五入の関係で、合計が100％にならない場合がある。
※再エネ等（水力除く地熱、風力、太陽光など）は未活用エネルギーを含む。

■2030年度におけるエネルギー需給の見通し（エネルギーミックス）
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⚫ 2050年カーボンニュートラル目標が示されたことを踏まえ、途上である2030年に向けても、
徹底した省エネ（①）を進め、非化石エネルギーの導入拡大（②）に向けた対策を強
化していくことが必要。

⚫ このため、引き続き省エネ法に基づく規制の見直し・強化や、支援措置等を通じた省エネ対
策の強化が求められる。

需要サイドのカーボンニュートラルに向けたイメージと取組の方向性

■需要サイドの取組の方向性

化石エネルギー

①省エネ強化

＜徹底した省エネ強化＞
・【産業】産業・業務ベンチマークの拡充・見直し

省エネ技術開発・実用化・導入促進支援
・【民生】ZEB／ZEH普及拡大、建築物省エネ基準見直し

機器・建材トップランナー制度の見直し・強化
・【運輸】燃費規制の執行強化／荷主制度見直し／物流効率化

残存する
CO2

将来に向けて必要な技術
CCS、DACCS、BECCS等

2030 2050 時間軸現在

エネルギー
使用量

＜需要サイドにおけるエネルギー転換促進などの対策強化＞
・自家消費再エネや水素等の非化石エネルギー導入拡大
（＝需要の高度化）
・余剰再エネの活用など電気の需給状況に応じた需要の最適化
・系統安定化のための自家発の活用や機器制御による対応等

②非化石エネルギー
の導入拡大
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⚫ 法律名を「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」
に見直し。（2022年5月13日 第208回通常国会で成立。2023年4月1日施行）
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■改正省エネ法の概要①

① エネルギーの使用の合理化の対象範囲を拡大



■改正省エネ法の概要②

② 非化石エネルギーへの転換に関する措置

③ 電気の需要の最適化に関する措置
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省エネルギー関連の国の主な支援制度

省エネのための
運用改善や
設備導入提案

１．エネルギー利用最適化診断（省エネ診断）

２．地域プラットフォーム構築事業（省エネお助け隊）

３．中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業
（省エネ診断拡充事業）
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１．エネルギー利用最適化診断（省エネ診断）

【事業イメージ】 【提案例】
●お金をかけずに運用でできる改善
・空調の運転台数見直し
・不使用エリアの照明の消灯
・ボイラの空気比低減

●設備投資による改善
・蒸気・温水用配管、バルブ等の保温対策
・高効率設備への更新
・再エネ設備の導入支援

中小企業等の工場・事業場に専門家を派遣して、設備の
運用改善や高効率設備への更新といった省エネ提案に加
えて再エネ導入の提案を行います。

項目 内容

対 象 者

・中小企業者

・年間のエネルギー使用量が一定規模（原則、年間エネルギー使用量

（原油換算値）が100kL以上1,500kL 未満）の工場・ 事業場等

費 用

A診断（専門家１名） 10,450円（税込）

B診断（専門家２名） 16,500円（税込）

大規模診断（事前打合わせ＋専門家２名） 23,100円（税込）

応 募 及 び 問 合 せ 先
（一財）省エネルギーセンター
https://www.shindan-net.jp/service/shindan/

【要件】

【スケジュール】 令和5年4月18日（火）～
※ 申込数が予定枠に達したため、申込受付終了。 20

https://www.shindan-net.jp/service/shindan/


２．地域プラットフォーム構築事業（省エネお助け隊）
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３．中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業（省エネ診断拡充事業）



エネルギー利用最適化診断（省エネ診断）

料金プラン 節電プラン 節ガスプラン 組合せプラン

料金 15,840円（税込）

内容
電気をエネルギー源とする
設備を診断するプラン

ガス(LPG、重油等を含む)を
エネルギー源とする設備を

診断するプラン

エネルギー種別に限らず
設備を診断するプラン

診断対象
設備

電気設備
※電気式エアコンや照明等

ガス設備 全てのエネルギー種別

診断プランは 『まるっとプラン』 と 『設備単位プラン』 の２種類があります。

【診断プラン・料金】

電気、ガス等のエネルギー毎の複数の設備を診断するプランと、エネルギー種別に関わらず診断するプランです。

※原則3設備を対象とします。4設備以上を対象としたい場合は、各登録診断機関とご相談の上、決定してください。

【まるっとプラン】

出典：SII（一般社団法人 環境共創イニシアチブ）中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業 特設WEBサイトの情報を一部加工
23



エネルギー利用最適化診断（省エネ診断）

【設備単位プラン】

料金プラン 設備単位プラン

１設備の場合 ２設備の場合

料金 5,280円（税込） 10,560円（税込）

内容 １設備のみ診断をします。 ２設備組み合わせて診断します。

診断対象
設備

エアコンや照明機器等、設備単体で診断するプランです。

空調設備 照明設備 ボイラ・給湯器 コンプレッサ 受変電設備

デマンド 冷凍冷蔵設備 生産設備 給排水・排水処理 工業炉

出典：SII（一般社団法人 環境共創イニシアチブ）中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業 特設WEBサイトの情報を一部加工 24



項目 省エネ診断拡充事業 設備診断 省エネ最適化診断 総合診断 省エネお助け隊の診断談 診断 支援

診断対象

以下のいずれかに該当すること
・中小企業基本法に定める中小企業者
・会社法上の会社以外で、年間エネルギー使用量1,500kl未満の
事業所

以下のいずれかに該当すること
・中小企業基本法に定める中小企業者
・会社法上の会社以外で、年間エネルギー使用量1,500kl未満の
事業所

以下のいずれかに該当すること
・中小企業基本法に定める中小企業者
・会社法上の会社以外で、年間エネルギー使用量1,500kl未満の
事業所

診断費用

事業者の希望に添えるよう事業所の設備等に合わせた以下のメ
ニューを用意
・設備単体プラン(1設備) ： 5,280円（税込）
・設備単体プラン(2設備) ：10,560円（税込）
・まるっとプラン (原則3設備)：15,840円（税込）

※費用の支払いは、診断報告会実施後

事業所の規模等に合わせて、以下３つのメニューを用意

・A診断 ：10,450円（税込）
・B診断 ：16,500円（税込）
・大規模診断：23,100円（税込）

※費用の支払いは、原則申込時

事業所の規模、設備等に合わせて、以下３つのメニューを用意

・1名診断 ：10,120円（税込）
・2名診断 ：15,400円（税込）
・3名診断 ：22,880円（税込）

※費用の支払いは、診断報告会実施後

診断期間 契約締結から診断報告会まで約1か月 申込から診断結果説明会まで約2か月～2か月半 契約締結から診断報告会まで約1か月半～2か月

主な診断内容

・費用のかからない運用改善による省エネ提案
・高効率省エネ設備への更新提案
（投資回収年シミュレーションを含む補助金案内 等）
・エネルギー使用量を見える化
（事業所全体および電気を中心としたエネルギー種別毎）

※省エネ最適化診断や省エネお助け隊の診断と比べ、より効率
的な診断を想定

・費用のかからない運用改善による省エネ提案
・高効率省エネ設備への更新提案
（高効率空調、高性能ボイラ 等）
・エネルギー使用量を見える化
（事業所全体およびエネルギー種別毎）
・再エネ提案（自家消費型太陽光発電等）

・費用のかからない運用改善による省エネ提案
・高効率省エネ設備への更新提案
（投資回収年シミュレーションを含む補助金案内 等）
・エネルギー使用量を見える化
（事業所全体およびエネルギー種別毎）

診断の特徴

・省エネ診断の申込が簡易
・短時間で診断可能
・事業所でメインで使用しているエネルギーや事業者の気になるエネ
ルギーについて診断が可能
・費用のかからない運用改善を優先的に提案
・運用改善、投資改善について、診断先に最も効果的な改善内容
を提案

・エネルギーのムダを総合的に判断
・費用のかからない運用改善を優先的に提案
・運用改善、投資改善について、診断先に最も効果的な改善内容を
１０項目ほど提案

・脱炭素化へ向けて再エネ提案も実施
・より深堀した省エネ取組を希望する場合は、IoT診断を受診する
ことも可能

・省エネ診断後の省エネ取組を実施することを念頭に置いた省エネ
診断

・省エネ診断から省エネ取組の支援まで、同一専門家が一気通
貫して対応可能
・経営の専門家が省エネの専門家と連携して支援
・同一年度内に複数事業所の診断を受けることも可能
・年間エネルギー使用量100kL未満の小規模事業者への省エネ
診断実績も豊富

診断員の主な
資格

【主な資格】
エネルギー管理士、電気主任技術者、管工事施工管理技士、
技術士等

※その他10年以上の経験を有し、執行団体が認めた者

【主な資格】
エネルギー管理士

【主な資格】
＜省エネに関する専門家＞
・エネルギー管理士、電気工事士（1種）、技術士 等

＜経営に関する専門家＞
・中小企業診断士、行政書士、税理士 等

※その他10年以上の経験を有し、執行団体が認めた者

申込方法

「特設WEBサイト」の登録診断機関一覧からご選択いただき、
登録診断機関に申込

https://shoeneshindan.jp/guide/

「省エネ・節電ポータルサイト」から申込書をダウンロードの上、必要
事項をご記入いただき、メール、FAX、郵送のいずれかで省エネ診
断事務局に申込

https://www.shindan-net.jp/service/shindan/entry.html

「省エネお助け隊ポータル」の相談窓口一覧から、最寄りの省エネお
助け隊に問合せ

https://www.shoene-portal.jp/consultation/

■「省エネ診断」の比較

作成：（一社）環境共創イニシアチブ・（一財）省エネルギーセンター 25

http://www.shindan-net.jp/service/shindan/entry.html
http://www.shoene-portal.jp/consultation/


【参考】エネルギーコストの削減について（北洋ビル）

26（出典）経営改善につながる 省エネ事例集 2022年度
https://www.shindan-net.jp/pdf/shindan_jirei2022.pdf



■ZEB導入事例 現地見学会開催
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【北海道経済産業局 独自の取り組み】



■表彰制度

28

【北海道経済産業局 独自の取り組み】



■優良事例・モデル的取組の横展開

29

⚫ 北海道内の企業・団体等の節電・省エネ／電力ピーク対策の事例を、「節電・省エネ事例
“虎の巻”」として取りまとめ、紹介。

⚫ また、２０２３年３月に、４つの省エネ優良事例を動画にし公開。

出典：北海道経済産業局webページ
https://www.hkd.meti.go.jp/hokne/setsuden/index.htm

【北海道経済産業局 独自の取り組み】
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